
建設総合統計①

【概要】
○国内における建設活動（建築、土木）を出来高ベースで把握する唯一の統計。
○本統計は、統計審議会の答申に基づき昭和43年に創設され、国民経済計算（内閣府）
の四半期別GDP速報、全産業活動指数（経済産業省）や民間シンクタンク等による経済
分析に活用されている。
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○活用目的
建設行政の基礎資料、マクロ経済分析の基礎資料

○データ提供先
内閣府、財務省、経済産業省、日本銀行、地方整備局等

○作成方法

「建築着工統計調査」、「建設工事受注動態統計調査」の工事費データを基に、「建設工事
進捗率調査※」で得られた進捗率データを用いて作成。

※ 建設工事進捗率調査
平成２４年度に実施した調査データを用いて作成している。（平成２７年４月より適用）
昭和４７年度に第１回調査を実施し、その後６～８年ぐらいの周期に調査を実施。

資料３－２



建設総合統計②

①受注額・着工額の把握
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【作成方法】
①毎月集計される「建築着工統計調査」及び「建設工事受注動態統計調査」から得られる工事費額を着工相当額として把握する。
②建設工事進捗率調査から算出した工事別（土木・建築）、工期別の進捗率（出来高分布率）を用いて、着工相当額を工事1件毎の月別出
来高に展開する。

③着工相当額に統計上の補正処理（統計上のもれや建設投資額と着工額のかい離を補正）を行う。
④補正した当該月出来高に、前月推計した『手持ち工事高』を合算する。
⑤当該月の『出来高』を算定する。（月別、発注者別、地域別、工事種類別毎に集計）なお、全体の額から当該月の出来高を差し引いた額
が、次月以降の『手持工事高』となる。

建設工事進捗
率調査を基に

展開

○建設工事進捗率調査
公共土木工事、民間土木工事、建築工事を、工事種類・

工期区分毎に進捗率を作成し、月別の出来高を把握する
ものである。
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１．補正調査の目的

建築着工統計（補正調査）①
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当該年含めそれ以前に着工された建築物のうち、当該年中に完成したものを調査し、年次集計。

調査実施市区の着工建築物について、都道府県、木造・非木造別に定められた抽出率により

抽出する。

建築物の竣工時に実際にかかった費用（工事実施額）を調査し、着工時における工事費予定額

とのかい離を明らかにする。

○ 木造 沖縄以外 1/40 沖縄 1/10
＜抽出率＞

青森、岩手、宮城、秋田、山形、
福島、栃木、富山、石川、福井、
奈良、和歌山、鳥取、島根、岡山、
広島、山口、徳島、香川、愛媛、
高知、佐賀、長崎、熊本、大分、
宮崎、鹿児島

茨城、群馬、新潟、長野、岐阜、
三重、滋賀、京都

山梨 1/10
○ 非木造

1/15
北海道、静岡 1/25
埼玉、千葉、神奈川、愛知、大阪、
兵庫、福岡

東京 1/40 沖縄 1/100

1/20

1/30

２．補正調査の対象

３．抽出方法
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建築着工統計（補正調査） ②

年次

抽 出 建 築 物

木 造 非 木 造

工事
実施率

着工時
単価

実施
単価

単価
補正率

工事実
施率

着工時
単価

実績
単価

単価
補正率

H24 100.1 158.0 160.4 102 95.1 166.0 177.3 107
H25 98.9 159.5 162.9 102 98.1 176.4 177.5 101
H26 99.2 166.7 171.3 103 99.0 179.3 187.8 105
H27 99.6 168.2 173.7 103 93.3 174.5 191.8 110

（件、％、千円/㎡）

（H27年調査の結果より）

・木造・非木造別に工事費予定額をベースにしたカバレッジを以下の通り計算

建築着工統計調査による工事費予定額の総計

都道府県毎の「想定補正調査対象工事費予定額」※の全都道府県合計
カバレッジ＝

木造 ⇒ 0.89% 最高：沖縄県3.1% 最低：鹿児島県0.4%

非木造 ⇒ 1.68% 最高：栃木県6.1% 最低:沖縄県0.4%

※当該都道府県の調査実施市区における工事費予定額の合計値にそれぞれの抽出率を乗じた額

４．最近の調査結果

５．調査対象カバレッジ



建築物リフォーム・リニューアル調査①
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建築物リフォーム・リニューアル調査②

基本計画等に対する見直し事由
変更事項

従 来 変 更 後

１．投資額の把握

調査基準期間
（QE対応）

半 年 ４ 半 期

調査項目 「工事種類」 改装等工事
「改装･改修工事」 ：資本形成部分
「維持・修理工事」 ：中間消費部分

調査項目 「工事届けの有無」
（建築着工統計との重複是正）

－ 新 設

２．住宅施策等の適切な推進

調査項目 「省エネ対策の工事部位」 －
新 設
工事目的が省エネルギーの場合、工事部位の調査を新設

調査項目 「建物全体の延べ床面積」 － 新 設

その他の改善 （統計精度向上等）

調査対象者の選定 無作為抽出
年間完成工事高の大きい特定の業種は、全数調査
それ以外は、無作為抽出

個別調査対象工事数
各月の1番及び2番目に
受注した2工事

大規模工事 ： 全て
（住宅2千万円、非住宅２億円以上の工事）
上記以外の工事 ： 各月の1番及び2番目に受注した2工事

公表時期
調査対象最終月から
７ヶ月後

調査対象最終月から３ヶ月後

A
B
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建築物リフォーム・リニューアル調査③
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